
2026年3月期第2四半期の決算概要および通期予想についてご説明いたします。
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まず、2026年3月期第2四半期の損益および経営環境についてご説明いたします。

当連結会計年度の売上高は4,972億円となり、前年同期比21億円の増収となりました。
前年度に実施した製品価格改定が引き続き寄与し、営業利益は200億円で、同2億円の

増益となりました。一方で、円高の影響による為替差損益や持分法投資損益の悪化に
より、経常利益は200億円と、同19億円の減益となりました。

親会社株主に帰属する中間純利益は110億円で、同79億円の減益となりました。これは、
前年第1四半期にアールエム東セロ株式会社の取得に伴う負ののれん発生益を計上し
たことによる反動減が主な要因です。

なお、期初予想に対する進捗は概ね計画通りです。
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次に、セグメント別業績についてご説明いたします。

板紙・紙加工関連事業では、固定費や物流費の上昇等があったものの、前年度に実施
した製品価格の改定が寄与し増収増益となりました。この結果、当セグメントの売上高
は2,598億円、営業利益は126億円となりました。

次に、軟包装関連事業では、製品価格の改定と販売量の増加により増収増益となりま
した。この結果、当セグメントの売上高は965億円、営業利益は54億円となりました。

次に、重包装関連事業では、電気材料分野の好調と製品価格の改定が寄与し増収増益
となりました。この結果、当セグメントの売上高は233億円、営業利益は11億円となりま
した。

海外関連事業では、欧州における自動車産業の低迷の影響により重量物段ボールの採
算が悪化し、減収減益となりました。この結果、当セグメントの売上高は983億円、営業
利益は1億円となりました。

最後に、その他の事業ほかでは、連結子会社の増加により増収となりましたが、運送事
業における労務費の上昇等により減益となりました。この結果、当セグメントの売上高
は193億円、営業利益は8億円となりました。
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次に、板紙・紙加工関連事業の概況についてご説明いたします。

当セグメントの売上高は2,598億円で、連結全体に占める構成比は52％となっています。
売上高の内訳としては、段ボールシートが8％、段ボール箱・紙器等が80％を占め、合計
で88％が段ボール・紙器製品によるものです。
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続いて、板紙製品および段ボール製品の生産量についてご説明いたします。

板紙製品につきまして、当社グループの国内における第2四半期3カ月での板紙生産量
は599千トン、前年比100.3％となりました。この内、段ボール原紙は541千トン、同
100.5％でした。業界全体の板紙生産量は2,774千トン、同97.9％、段ボール原紙は
2,274千トン、同98.3％でした。

同様に、段ボール製品につきまして、当社グループの国内における段ボール貼合生産
量は1,048百万平方メートル、前年比99.4％、段ボール箱は895百万平方メートル、同
100.4％となりました。業界全体の段ボール貼合生産量は3,479百万平方メートル、同
99.5％でした。
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次に、軟包装関連事業および重包装関連事業の概況についてご説明いたします。

軟包装関連事業セグメントの売上高は965億円で、連結全体に占める構成比は19％と

なっています。軟包装業界では、嗜好品の買い控えや、環境に配慮した減量・軽量化の
取組みの影響がみられたものの、生活必需品向けの需要が下支えしました。当社グ
ループでは、原料調達の停滞から生産が振るわなかった前年同期からの回復もあり、
販売量は増加しました。

次に、重包装関連事業セグメントの売上高は233億円で、連結全体に占める構成比は
5％となっています。重包装業界では農業・石油化学関連の需要が減少し、生産量は前
年を下回りましたが、当社グループでは電気材料分野が好調でした。
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続いて、海外関連事業の概況についてご説明いたします。

当セグメントの売上高は983億円で、連結全体に占める構成比は20％となっています。
売上高の内訳としては、重包装が約80％を占めて最も大きく、軟包装、段ボール・不織
布がこれに続いています。

当セグメントでは、欧州における自動車産業の景気悪化がトライコー社をはじめとする
重量物段ボール事業の業績を下押しし、大幅な減益となりました。
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次に、営業利益の増減要因についてご説明いたします。

まず、板紙・紙加工関連事業で7億円の増益となりました。減益要因は合計53億円で、
この内訳は、固定費の増加が39億円、減価償却費が9億円、運賃を含むエネルギー価格
の上昇が4億円、数量要因が1億円です。一方、増益要因は合計60億円で、この内訳は、
価格要因が58億円、原料価格が2億円です。セグメント利益はこれらの差引きから7億
円の増益です。
板紙・紙加工関連事業以外のセグメントについては、軟包装関連事業で33億円増益、重
包装関連事業で2億円増益の一方、海外関連事業で39億円の減益 （内訳は段ボール・不織

布で1億円の増益、軟包装で8億円の減益、重包装で32億円の減益） 、その他の事業ほかで1億円
の減益、合計5億円のマイナスです。

以上の結果、営業利益全体では2億円の増益となりました。減益幅の大きかった海外関

連事業において、段ボール・不織布子会社では、無錫聯合包装有限公司の業績改善等
により増益となりましたが、軟包装子会社では、タキガワ・コーポレーション・シンガ
ポールの連結除外等により減益。重包装子会社では、欧州において自動車産業の低迷
の影響で重量物段ボールの採算が悪化し減益となりました。

主要な変動要因に関する情報として、段ボール原紙および段ボールの生産量、原燃料
価格関係、製品価格関係の市況については、欄外の表に記載しておりますので、あわせ
てご確認ください。
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次に、資本的支出および減価償却費の推移についてご説明いたします。

資本的支出の総額について、当期は通年で1,075億円と予想しており、第2四半期は6カ
月累計で347億円の実績となりました。

当期の主な設備投資として、当社において、東京工場では2021年に着手した工場建屋
の増築を進めているほか、金津工場では2023年に着手した燃料転換（ガスコージェネ
レーションシステム導入）が2026年1月に完了する予定です。また、トライコー社では
2023年に着手したゴッホ新工場新設が完了し、7月から稼働を開始しました。

また、減価償却費について、当期は通年で590億円を予想しており、第2四半期は6カ月
累計で275億円の実績となりました。

以上が2026年3月期第2四半期の概況です。
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2026年3月期の通期予想については、5月9日に公表した業績予想を変更していません。

今後の業績動向を踏まえ、業績予想を修正する必要が生じた場合には、速やかに開示
します。
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最後に、配当政策についてご説明いたします。

当社は、業績の動向、財務状況、今後の事業展開等を総合的かつ長期的に勘案して、継
続的かつ安定的に配当を行うことを維持しつつ、利益成長にあわせた増配を目指す累
進的な配当政策を採用しています。

2026年3月期の年間配当金は、中期ビジョン「Ｖｉｓｉｏｎ120」で掲げた配当水準に向け
て、前期に比べ10円増配し、1株につき40円を予定しています。

また、ビジョンの最終年度に当たる2030年3月期には、1株につき60円は確保できるよ
う着実に取り組むとともに、政策保有株式については2030年3月期までに250億円の
縮減を計画しており、できるだけ早期に売却を進めたい考えです。

以上で、2026年3月期第2四半期の決算概要および通期予想についてのご説明とさせ
ていただきます。
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